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――地方自治体によるオフセット・クレジットの活用――
西 村 淑 子
行政法研究室
Carbon Offsetting:







西 村 淑 子
行政法研究室
Carbon Offsetting:








The Offsetting Credit (J-VER)Scheme, established by The Ministry of the Environment,
Japan (MOEJ) in November 2008, is a verification scheme for credits that domestic projects
 
generate by GHG emission reduction/removal by sinks. By utilizing the J-VER scheme,individ-
uals,businesses,local governments and others can return funds for carbon offsetting to domestic
 
projects for forest management or local industries. J-VER is a new system to promote the
 
domestic GREEN NEW DEAL program through a global warming prevention campaign,
expansion of job opportunities,and economic measures by using private-sector capital.
In recent years local governments utilizing the J-VER scheme are increasing. The J-VER
 
scheme is expected as an economic approach to promote the forestry management and regional
 


































































クレジット・排出枠の種類 京都クレジット EXT  JPA 国内クレジット VER
プロジェクトの実施場所 国外 国内 国外 国内
信 頼 性 高 高 低～高
日 本 の 京 都 議 定 書




























































Ｅ001 排 出 削 減 石燃料から未利用の木質バイオマスへのボイラー燃料代替
Ｅ002 排 出 削 減 化石燃料から木質ペレットへのボイラー燃料代替
Ｅ003 排 出 削 減 木質ペレットストーブの使用
Ｅ004 排 出 削 減 廃食用油由来のバイオディーゼル燃料の車両等での利用
Ｅ005 排 出 削 減 下水汚泥由来のバイオソリッド燃料の利用
Ｅ006 排 出 削 減 低温排熱回収・利用
Ｅ007 排 出 削 減 薪ストーブにおける薪の使用
Ｅ008 排 出 削 減 情報通信技術（ICT）を活用した配送効率化
Ｅ009 排 出 削 減 情報通信技術（ICT）を活用した検診効率化
Ｒ001 森 林 吸 収 森林経営活動によるCO?吸収量の増大（間伐促進型プロジェクト）
Ｒ002 森 林 吸 収 森林経営活動によるCO?吸収量の増大（持続可能な森林経営促進型プロジェクト）

















認証№ 実施場所 プロジェクト名 種類 クレジット認証量(t-CO?)
0000 高 知 県 高知県木質資源エネルギー活用事業Ａ（J-VER認証・管理試行事業） Ｅ001 899
1001 高 知 県 高知県木質資源エネルギー活用事業Ｂ Ｅ001 1,039
1002 高 知 県 高知県木質資源エネルギー活用事業Ｂ Ｅ001 893
1003 高 知 県 高知県木質資源エネルギー活用事業Ｂ Ｅ001 3,089
2001 北 海 道 北海道４町連携による間伐促進型森林つくり事業 Ｒ001 5,349
2002 北 海 道 北海道４町連携による間伐促進型森林つくり事業 Ｒ001 514
3001 宮 崎 県 住友林業株式会社有林管理プロジェクトⅠ Ｒ002 2,083
4001 高 知 県 高知県森林吸収量取引プロジェクト Ｒ001 285
5001 徳 島 県 徳島県那賀郡那賀町における森林吸収源事業 Ｒ001 1,974
6001 尾 瀬 尾瀬戸倉山林の間伐材を利用した温室効果ガス削減プロジェクト Ｅ001 147
7001 北 海 道 五味温泉等森林バイオマスエネルギー活用事業 Ｅ001 256
8001 北 海 道 滝上町ホテル渓谷木質バイオマス活用プロジェクト Ｅ001 209
9001 鳥 取 県 鳥取県有林 J-VERプロジェクト Ｒ001 621
11001 宮 崎 県 諸塚村森林炭素吸収活用プロジェクト Ｒ001 796
12001 熊 本 県 熊本県小国町間伐推進プロジェクト Ｒ001 328
13001 北 海 道 紋別市有林間伐促進型森林づくり事業 Ｒ001 1,918
13002 北 海 道 紋別市有林間伐促進型森林づくり事業 Ｒ001 85
14001 長 野 県 長野県木質ペレットストーブの使用による J-VERプロジェクト Ｅ003 217
15001 高 知 県 梼原町木質バイオマス地域資源循環事業 Ｅ002 279
16001 岩 手 県 森の町内会（間伐促進プロジェクト） Ｒ001 503
17001 北 海 道 足寄町森林バイオマスエネルギー活用事業 Ｅ002 272
19001 三 重 県 松坂森林吸収プロジェクト Ｒ001 5
(合計) 21,761（出典）気候変動対策認証センターのwebsiteより





























高知県木質資源エネルギー活用事業Ａ 排出削減 2009．３ 899 ― 899 0
高知県木質資源エネルギー活用事業Ｂ 排出削減 2009．６ 1,039 ―
10,500円
1,039 0
高知県木質資源エネルギー活用事業Ｂ 排出削減 2010．２ 893 ― 893 0
高知県木質資源エネルギー活用事業Ｂ 排出削減 2010．７ 3,089 ― 233 2,856
高知県森林吸収量取引プロジェクト 森林吸収 2010．６ 277 8 21,000円 25 252































138 西 村 淑 子
企業等が，日本国内の地域のプロジェクトや活動によって創出された，信頼性の高いクレジットを購
入・活用することできるようになると同時に，地方自治体や企業が，温室効果ガス排出削減・吸収の
プロジェクトを実施するための資金を調達することができるようになり，森林整備や地域振興が進む
ことが期待されている。J-VER制度については，国内排出量取引制度とともに，今後の動向を注視し、
さらに検証する必要がある。
⎧
⎨
⎩
原稿提出 平成22年９月９日
修正原稿提出 平成22年11月15日
⎫
⎬
⎭
注
１ 2010年３月には，群馬県沼田市と新宿区において，カーボン・オフセットを内容とする地球環境保全の連携に関す
る協定が締結されている。
２ 環境省「我が国におけるカーボン・オフセットのあり方について（指針）」（2008年）参照。
３ 京都議定書に定める京都メカニズムによって取引されるクレジット。①各国に割り当てられるクレジット（AUU）
②共同実施（JI）プロジェクトにより発行されるクレジット（ERU） ③クリーン開発メカニズム（CDM）プロジェ
クトにより発行されるクレジット（CER） ④国内吸収源活動によって発行されるクレジット（RMU）の４種類があ
る。日本国内のカーボン・オフセットに用いられるクレジットは，CERかERUである。
４ 2008年10月に開始された「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」の軸となる試行排出量取引スキームは，参加
者が自主的に排出削減目標を設定した上で，自らの削減努力に加えて，その達成のための排出枠・クレジットの取引
を認めるもの。2005年に開始された自主参加型国内排出量取引（JVETS）は、自主行動計画に参加していない中小企
業等が，目標を設定して参加する制度として，本スキームの参加類型の一つと位置づけられた。
５ 国内クレジット制度において生み出される排出枠。国内クレジット制度は，京都議定書目標達成計画に定められて
いる大企業等の技術・資金等を提供して中小企業等（いずれの自主行動計画にも参加していない企業）が行った二酸
化炭素の排出抑制のための取組による排出削減量を認証し，自主行動計画等の目標達成のために活用する仕組み。
６ J-VER制度の活用について，小林紀之『森林吸収源，カーボン・オフセットへの取り組み』（林業改良普及双書，
2010年），同「地球温暖化防止策における経済的手法と森林によるCO?吸収の評価」日本大学法科大学院法務研究，第
６号37頁（2010年），同「地球温暖化の政策・法体系と排出量取引制度・カーボン・オフセット」日本大学法科大学院
法務研究，第５号43頁（2009年）参照。
７ 生田孝史「カーボンオフセットと国内炭素市場形成の課題」富士通総研研究レポート№348（2009）は，「我が国が，
炭素市場を有効に活用しながら低炭素社会を構築の機動力とするためには，規制的な市場とボランタリーな市場の「住
み分け」を図り，相互補完的な役割を果たすための市場の整備と制度設計を行う必要がある。」と指摘する。
８ 中央環境審議会地球環境部会国内排出量取引制度小委員会（第２回）議事録
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